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(57)【要約】
　
【課題】電子部品ユニット側の放熱器への熱負荷を小さ
くすることができ、その分、電子部品ユニット側の放熱
器を小型化することができ、電子部品ユニットの寸法の
縮小と軽量化を図ることができるうえ、電子部品ユニッ
トの小型化により実装数を増やすことができる電子機器
の放熱構造を提供する。
【解決手段】電子装置のきょう体４内に熱源であるアン
プモジュール（発熱体）６を内蔵するアンプユニット（
電子部品ユニット）５が複数実装される電子機器の放熱
構造である。アンプユニット５のユニット本体７にアン
プモジュール６の熱の一部を放熱する第１の放熱器１１
が取り付けられる。前記電子装置のきょう体４にアンプ
ユニット５と熱伝導可能に接触され、アンプモジュール
６の熱の一部を放熱する第２の放熱器１６が取り付けら
れている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子装置のきょう体内に熱源である発熱体を内蔵する電子部品ユニットが複数実装され
る電子機器の放熱構造であって、
　前記電子部品ユニットのユニット本体に前記発熱体の熱の一部を放熱する第１の放熱器
が取り付けられ、
　前記電子装置のきょう体に前記電子部品ユニットと熱伝導可能に接触され、前記発熱体
の熱の一部を放熱する第２の放熱器が取り付けられていることを特徴とする電子機器の放
熱構造。
【請求項２】
　前記電子部品ユニットは、前記発熱体であるアンプモジュールを内蔵するアンプユニッ
トによって形成され、
　前記電子装置のきょう体は、前記アンプユニットが前面より複数実装されるとともに、
前記きょう体の背面に配置されたベース部材の内面に前記アンプモジュールと嵌合する嵌
合部が形成され、かつ前記ベース部材の外面に前記第２の放熱器が取り付けられているこ
とを特徴とする請求項１に記載の電子機器の放熱構造。
【請求項３】
　前記ベース部材は、前記アンプモジュールと接触する接触面側に凹陥状に陥没された凹
部または前記接触面側から突出する凸部の少なくともいずれか一方が形成され、
　前記アンプモジュールは、前記ベース部材の凹部と嵌合する嵌合凸部または前記ベース
部材の凸部と嵌合する嵌合凹部が形成され、
　前記ベース部材の凹部と前記アンプモジュールの嵌合凸部との嵌合部分、または前記ベ
ース部材の凸部と前記アンプモジュールの嵌合凹部との嵌合部分に前記ベース部材の板面
と直交する方向に対して斜めに傾斜させたテーパ加工部を設けたことを特徴とする請求項
２に記載の電子機器の放熱構造。
【請求項４】
　前記ベース部材と前記アンプモジュールとの接触部に熱伝導性を有するシートを介設さ
せたことを特徴とする請求項２に記載の電子機器の放熱構造。
【請求項５】
　前記ベース部材は、前記第２の放熱器が一体構造となっていることを特徴とする請求項
２に記載の電子機器の放熱構造。
【請求項６】
　前記電子装置は、前記きょう体が鉛直方向に複数段に積層されたラックを有し、
　下段側の前記きょう体の下側に前記ラック内の空気の流れを規制する対流誘導板が配設
され、
　前記対流誘導板は、前端部が前記きょう体の下面前端部から下方向に離れた位置に配置
され、後端部が前記きょう体の下面後端部の近傍位置に向けて斜めに延設されていること
を特徴とする請求項１に記載の電子機器の放熱構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、高発熱の熱源を内蔵する電子機器ユニットの自然空冷方式の放熱
方法を改良した電子機器の放熱構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、高発熱アンプモジュールなどの高発熱の熱源を内蔵するアンプユニットが電子
装置のきょう体前面より複数実装されたラックを備えた電子装置が知られている。きょう
体内に複数実装されたアンプユニットの自然空冷方式の放熱方法としては、アンプユニッ
トの側面に放熱器を取り付け、アンプモジュールを放熱器に直接固定することにより、ア
ンプモジュールから発生する熱を放熱器に熱伝導で逃がす方法が一般的に取られている。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００１－１５６４８３号公報
【特許文献２】特開平１１－２０４９７７号公報
【特許文献３】特開平８－２５５９９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の構造では、アンプモジュールなどの高発熱の熱源を冷却するためアンプユニット
に放熱器を取り付けて冷却を行っている。しかし、この構造ではきょう体内に複数実装さ
れたアンプユニットは、それぞれ隣接する他のアンプユニットからの熱の影響を受けるこ
とにより、冷却性能が低下する。ここで、冷却性能を上げるためには、放熱器の形状を大
きくする必要があるので、アンプユニットの寸法が大きくなり、質量も増加する。その結
果、きょう体内のユニットの実装密度を上げられない。さらに、きょう体内のユニット交
換時の作業性が悪いなどの問題がある。
【０００５】
　本実施の形態は、電子部品ユニット側の放熱器への熱負荷を小さくすることができ、そ
の分、電子部品ユニット側の放熱器を小型化することができ、電子部品ユニットの寸法の
縮小と軽量化を図ることができるうえ、電子部品ユニットの小型化により実装数を増やす
ことができる電子機器の放熱構造を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　実施形態によれば、電子装置のきょう体内に熱源である発熱体を内蔵する電子部品ユニ
ットが複数実装される電子機器の放熱構造である。前記電子部品ユニットのユニット本体
に前記発熱体の熱の一部を放熱する第１の放熱器が取り付けられる。前記電子装置のきょ
う体に前記電子部品ユニットと熱伝導可能に接触され、前記発熱体の熱の一部を放熱する
第２の放熱器が取り付けられている。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】第１の実施の形態の電子機器の放熱構造が適用される電子装置のラック全体の外
観を示す斜視図。
【図２】第１の実施の形態のラックの内部の空気の流れを説明するための側面図。
【図３】第１の実施の形態のアンプユニットが４式実装されたサブラックを示すもので、
（Ａ）はサブラックの平面図、（Ｂ）はサブラックの正面図、（Ｃ）はサブラックの側面
図。
【図４】第１の実施の形態のアンプユニットを示し、（Ａ）はアンプユニットの平面図、
（Ｂ）はアンプユニットの側面図、（Ｃ）はアンプユニットの正面図。
【図５】第１の実施の形態のサブラックのきょう体を示し、（Ａ）はきょう体の正面図、
（Ｂ）は（Ａ）の５Ｂ－５Ｂ線断面図。
【図６】第１の実施の形態のアンプモジュールときょう体のベース部材との接合部の変形
例を示す要部の横断面図。
【図７】第１の実施の形態のサブラックのきょう体のベース部材の変形例を示す横断面図
。
【図８】第２の実施の形態の電子機器の放熱構造が適用されるサブラックを示し、（Ａ）
はサブラックの平面図、（Ｂ）はサブラックの正面図。
【図９】第２の実施の形態のサブラックの変形例を示す平面図。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　［第１の実施の形態］　



(4) JP 2013-183146 A 2013.9.12

10

20

30

40

50

　（構成）　
　図１乃至図５（Ａ），（Ｂ）は、第１の実施の形態を示す。図１は、本実施の形態の電
子装置の放熱構造が適用される電子装置のラック１全体の外観を示す斜視図、図２はラッ
ク１の側面図である。ラック１は、後述するサブラック２が鉛直方向に複数段、本実施の
形態では４段に積層状態で実装されたラック本体３を有する。
【０００９】
　前記各サブラック２は、いずれも同じ構造になっている。図３（Ａ）～（Ｃ）は、１つ
のサブラック２を示す。サブラック２は、前面が開口された箱型のきょう体４を有する。
このきょう体４には、前面より電子部品ユニットとしてのアンプユニット５が複数、本実
施の形態では４式実装されている。４式のアンプユニット５は、きょう体４の横方向に並
設された状態で実装されている。
【００１０】
　図４（Ａ）～（Ｃ）は、本実施の形態の１つのアンプユニット５を示す。このアンプユ
ニット５は、例えば高発熱アンプモジュール６などの高発熱の熱源を内蔵するユニット本
体７を有する。ユニット本体７は、電子回路基板や、複数の電子部品、複数の配線用電気
ケーブル類などを含む。ユニット本体７は、鉛直方向が長い縦長の前面板８と、この前面
板８に固定されたシャーシ９とを有する。前面板８には、シャーシ９の固定部分よりも上
側に長く延出された上端部８ａと、シャーシ９の固定部分よりも下側に長く延出された下
端部８ｂとがそれぞれ形成されている。そして、前面板８の上端部８ａに上側固定ねじ１
０ａ、下端部８ｂに下側固定ねじ１０ｂがそれぞれ着脱可能に止着されるようになってい
る。
【００１１】
　シャーシ９の側面には、第１の放熱器１１が取り付けられている。この第１の放熱器１
１は、シャーシ９の側壁に密着状態で固定される固定プレート１１ａと、この固定プレー
ト１１ａからユニット本体７の外向きに突設された複数の放熱フィン１１ｂとを有する。
そして、アンプモジュール６から発生する熱の一部を第１の放熱器１１に熱伝導で逃がす
ことで放熱するようになっている。
【００１２】
　第１の放熱器１１の固定プレート１１ａの内面側にはアンプモジュール６が固定されて
いる。アンプモジュール６の背面側にはテーパ形状に加工された凸部（嵌合凸部）１２が
突設されている。この凸部１２は、シャーシ９の後端位置よりもアンプモジュール６の背
面側に突出されている。図４（Ｂ）に示すように凸部１２の上面および下面には先端側に
向かうにしたがって先細になる状態で斜めに傾斜させた上面テーパ加工部１２ａおよび下
面テーパ加工部１２ｂがそれぞれ形成されている。同様に、図４（Ａ）に示すように凸部
１２の左側面および右側面には先端側に向かうにしたがって先細になる状態で斜めに傾斜
させた左側面テーパ加工部１２ｃおよび右側面テーパ加工部１２ｄがそれぞれ形成されて
いる。
【００１３】
　また、図５（Ａ），（Ｂ）は、本実施の形態のサブラック２のきょう体４を示す。図５
（Ａ）はきょう体４の正面図、図５（Ｂ）は図５（Ａ）の５Ｂ－５Ｂ線断面図である。き
ょう体４は、図５（Ａ）中で、上面に配置された上面パネル４ａと、下面に配置された下
面パネル４ｂと、左側面に配置された左側面パネル４ｃと、右側面に配置された右側面パ
ネル４ｄと、背面に配置された背面パネルであるベース部材４ｅとを有する。
【００１４】
　きょう体４の上面パネル４ａの前端部には、上向きにＬ字状に屈曲された上端屈曲部４
ａ１が形成されている。同様に、下面パネル４ｂの前端部には、下向きにＬ字状に屈曲さ
れた下端屈曲部４ｂ１が形成されている。きょう体４の上端屈曲部４ａ１および下端屈曲
部４ｂ１には、きょう体４内に実装されるアンプユニット５と同数のねじ穴１３がそれぞ
れ形成されている。
【００１５】
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　さらに、下面パネル４ｂの上面には、きょう体４内へのアンプユニット５の着脱動作を
ガイドする複数のガイドレール１４が上向きに突設されている。そして、きょう体４内へ
のアンプユニット５の着脱動作時には、アンプユニット５がきょう体４内の実装位置と引
き抜き位置との間でガイドレール１４に沿って移動されるようになっている。
【００１６】
　また、きょう体４のベース部材４ｅには、きょう体４内に実装されるアンプユニット５
の各アンプモジュール６と接触する接触面側に凹陥状に陥没された凹部１５が形成されて
いる。この凹部１５は、アンプユニット５と同数箇所、本実施の形態では４箇所にそれぞ
れ各アンプモジュール６の凸部１２と対応する位置に配置されている。
【００１７】
　各凹部１５には、各アンプモジュール６の凸部１２の上面テーパ加工部１２ａ、下面テ
ーパ加工部１２ｂ、左側面テーパ加工部１２ｃおよび右側面テーパ加工部１２ｄとそれぞ
れ対応する形状の上面テーパ加工部１５ａ、下面テーパ加工部１５ｂ、左側面テーパ加工
部１５ｃおよび右側面テーパ加工部１５ｄが形成されている。
【００１８】
　そして、アンプユニット５をきょう体４に実装する作業時には、アンプユニット５がき
ょう体４のガイドレール１４に沿ってきょう体４内の実装位置に移動される。きょう体４
内の実装位置では、各アンプモジュール６の凸部１２とベース部材４ｅの凹部１５とが嵌
合される。この状態で、アンプユニット５の前面の上側固定ねじ１０ａ、下側固定ねじ１
０ｂをきょう体４の上端屈曲部４ａ１および下端屈曲部４ｂ１のねじ穴１３に固定するこ
とにより、各アンプモジュール６の凸部１２とベース部材４ｅの凹部１５とが密着するよ
うになっている。
【００１９】
　さらに、きょう体４には、図５（Ｂ）に示すようにベース部材４ｅの外面に第２の放熱
器１６が取り付けられている。この第２の放熱器１６は、ベース部材４ｅの外壁に密着状
態で固定される固定プレート１６ａと、この固定プレート１６ａからきょう体４の外向き
に突設された複数の放熱フィン１６ｂとを有する。そして、アンプモジュール６から発生
する熱の一部を第２の放熱器１６に熱伝導で逃がすことできょう体４の背面側に放熱する
ようになっている。
【００２０】
　また、きょう体４の左側面パネル４ｃには、図５（Ｂ）中で左向きにＬ字状に屈曲され
た左側屈曲部４ｃ１が形成されている。同様に、きょう体４の右側面パネル４ｄには、右
同図中で、右向きにＬ字状に屈曲された右側屈曲部４ｄ１が形成されている。左側屈曲部
４ｃ１および右側屈曲部４ｄ１の上下の両端部には、各サブラック２を電子装置のラック
１のラック本体３に固定する際に使用する固定溝１７がそれぞれ形成されている。
【００２１】
　電子装置のラック１のラック本体３の内部には、ラック本体３内へのサブラック２の着
脱動作をガイドする図示しない複数のガイドレールが設けられている。そして、ラック本
体３内へのサブラック２の着脱動作時には、サブラック２がラック本体３内の実装位置と
引き抜き位置との間でガイドレールに沿って移動されるようになっている。さらに、サブ
ラック２がラック本体３内の実装位置に移動された状態で、図１に示すように各固定溝１
７に固定される固定ねじ１８によって各サブラック２が電子装置のラック１のラック本体
３に固定されるようになっている。
【００２２】
　さらに、ラック本体３の内部には、実装されたサブラック２のきょう体４の下側にラッ
ク１内の空気の流れを規制する対流誘導板１９が配設されている。図２に示すようにこの
対流誘導板１９の前端部は、きょう体４の下面パネル４ｂの前端部から下方向に離れた位
置に配置されている。対流誘導板１９の後端部は、きょう体４の下面パネル４ｂの後端部
の近傍位置に向けて斜めに延設されている。また、ラック本体３の前面の正面パネルには
、各サブラック２の上下に通風用の開口部２０が形成されている。これにより、ラック１



(6) JP 2013-183146 A 2013.9.12

10

20

30

40

50

のラック本体３の前面の開口部２０からラック本体３の内部に流入する空気は、対流誘導
板１９によって図２中に矢印で示すようにサブラック２のきょう体４の下側を通り、サブ
ラック２の内部に流入されるようになっている。
【００２３】
　（作用）
　次に、上記構成の作用について説明する。本実施の形態の電子装置のラック１の使用時
には４段のラック本体３内のサブラック２のアンプモジュール６から熱が発生する。この
とき、アンプモジュール６から発生した熱の一部は主にアンプユニット５のシャーシ９の
側壁に密着させた第１の放熱器１１に熱伝導で逃がすと共にその熱の一部をきょう体４の
ベース部材４ｅの外面の第２の放熱器１６側へも熱伝導で逃がすことができる。すなわち
、アンプモジュール６からの熱の一部を背面側に放熱して逃がす構造とすることができる
。
【００２４】
　このとき、ラック本体３内にはアンプモジュール６の熱によって図２中に矢印で示すよ
うな空気の流れが発生する。そして、ラック１のラック本体３の前面の開口部２０からラ
ック本体３の内部に流入する空気が対流誘導板１９によってサブラック２のきょう体４の
下側を通り、サブラック２の内部に流入される。続いて、サブラック２の背面側に流入さ
れ、ラック本体３の上面から上方向に流出されるようになっている。
【００２５】
　（効果）　
　そこで、上記構成のものにあっては次の効果を奏する。すなわち、本実施の形態の電子
機器の放熱構造では、サブラック２に実装されているアンプユニット５のユニット本体７
にアンプモジュール６の熱の一部を放熱する第１の放熱器１１が取り付けられる。さらに
、電子装置のきょう体４のベース部材４ｅにアンプユニット５と熱伝導可能に接触され、
アンプモジュール６の熱の一部を放熱する第２の放熱器１６が取り付けられている。これ
により、アンプモジュール６から発生した熱の一部を第１の放熱器１１に熱伝導で逃がす
ことができる。同時に、アンプモジュール６から発生した熱の一部は、きょう体４のベー
ス部材４ｅの外面の第２の放熱器１６側へも熱伝導で逃がすことができる。この効果によ
り、第１の放熱器１１への熱負荷は第２の放熱器１６がない場合に比べ小さくすることが
できる。さらに、その分、第１の放熱器１１の寸法を小さくすることができる。このよう
に第１の放熱器１１を小さくすることによりアンプユニット５の小型化と軽量化が図られ
、アンプユニット５の高密度実装と操作性の向上につながる。さらに、アンプユニット５
の小型化により、サブラック２のきょう体４内の実装数を増やすことができるなどの利点
がある。
【００２６】
　また、アンプモジュール６の背面側にテーパ形状に加工された凸部１２を突設し、きょ
う体４のベース部材４ｅには、きょう体４内に実装されるアンプユニット５の各アンプモ
ジュール６と接触する接触面側に凹部１５を形成している。そして、アンプユニット５を
きょう体４に実装すると、アンプモジュール６の凸部１２をきょう体４のベース部材４ｅ
の凹部１５に嵌合させることにより、アンプモジュール６とベース部材４ｅとの接触面積
を大きくすることができる。そのため、アンプモジュール６から発生した熱をきょう体４
のベース部材４ｅの外面の第２の放熱器１６側へ熱伝導させる際の伝熱効率を高めること
ができる。
【００２７】
　さらに、各アンプモジュール６の凸部１２に上面テーパ加工部１２ａ、下面テーパ加工
部１２ｂ、左側面テーパ加工部１２ｃおよび右側面テーパ加工部１２ｄをそれぞれ形成す
るとともに、きょう体４のベース部材４ｅの各凹部１５にこれらとそれぞれ対応する形状
の上面テーパ加工部１５ａ、下面テーパ加工部１５ｂ、左側面テーパ加工部１５ｃおよび
右側面テーパ加工部１５ｄが形成されている。これにより、アンプモジュール６とベース
部材４ｅとの組み付け作業時に両者間の位置決め作業が容易になり、アンプモジュール６
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とベース部材４ｅとの接触面積を一層大きくすることができる効果がある。
【００２８】
　なお、本実施の形態では、きょう体４のベース部材４ｅに凹部１５を設け、アンプユニ
ット５のアンプモジュール６に凸部１２を設け、ベース部材４ｅの凹部１５とアンプモジ
ュール６の凸部１２とを嵌合させる構成を示した。これに代えてきょう体４のベース部材
４ｅに凸部１２を設け、アンプモジュール６に凹部１５を設け、ベース部材４ｅの凸部１
２とアンプモジュール６の凹部１５とを嵌合させる構成にしてもよい。さらに、本実施の
形態では、アンプユニット５のアンプモジュール６に１つの凸部１２を設けた構成を示し
たが、１つのアンプモジュール６に複数の凸部１２を設けてもよい。
【００２９】
　［変形例］　
　図６は、第１の実施の形態（図１乃至図６参照）の変形例である。本変形例は、きょう
体４のベース部材４ｅとアンプモジュール６との接触部に熱伝導性を有するシート２１を
介設させたものである。そして、本変形例ではアンプモジュール６から発生した熱をきょ
う体４のベース部材４ｅの外面の第２の放熱器１６側へ熱伝導させる際の伝熱効率を一層
、高めることができる。
【００３０】
　図７は、第１の実施の形態のサブラック２のきょう体４のベース部材４ｅの変形例を示
す。本変形例は、第１の実施の形態のサブラック２のきょう体４のベース部材４ｅと第２
の放熱器１６とを一体構造とした一体構造体３１を設けたものである。そして、本変形例
では部品点数を削減し、サブラック２のきょう体４の製造を簡素化することができる効果
がある。
【００３１】
　［第２の実施の形態］　
　（構成）　
　図８（Ａ），（Ｂ）は、第２の実施の形態を示す。本実施の形態は、第１の実施の形態
（図１乃至図５（Ａ），（Ｂ）参照）の電子機器の放熱構造の構成を次の通り変更した変
形例である。なお、図８（Ａ），（Ｂ）中で、図１乃至図５（Ａ），（Ｂ）と同一部分に
は同一の符号を付してその説明を省略する。
【００３２】
　本実施の形態は、１つのサブラック２に実装されるアンプユニット５を第１の実施の形
態よりも小型化することで、第１の実施の形態と同じ大きさ（横方向の長さＬ）のサブラ
ック２にアンプユニット５を５式実装した例である。
【００３３】
　（作用・効果）　
　本実施の形態では、アンプユニット５を小型化することで、シャーシ９の側面に取り付
けられている第１の放熱器１１をさらに小さくすることができる。そのため、第１実施形
態の効果に加え、１つのアンプユニット５に実装できる電子機器の実装密度をさらに高め
ることができる。
【００３４】
　（変形例）　
　図９は、第２の実施の形態の変形例を示す。本変形例は、サブラック２のきょう体４の
ベース部材４ｅの外面に取り付けた第２の放熱器４１を複数、本変形例では９個の放熱器
構成体４１ａ～４１ｉを連結して形成したものである。各放熱器構成体４１ａ～４１ｉは
、固定プレート４１ａ１（４１ｂ１～４１ｉ１）と、この固定プレート４１ａ１からきょ
う体４の外向きに突設された複数の放熱フィン４１ａ２（４１ｂ２～４１ｉ２）とを有す
る。
【００３５】
　これらの放熱器構成体４１ａ～４１ｉは、それぞれ独立にきょう体４のベース部材４ｅ
の外面に着脱可能に取り付けられている。そして、サブラック２のきょう体４に実装され
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る。
【００３６】
　これにより、本変形例ではきょう体４に実装されるアンプユニット５の個数の変化など
に応じて使用する放熱器構成体４１ａ～４１ｉの個数を調整することができ、効率よい放
熱効果を得ることができる。
【００３７】
　以上、説明したとおり、本実施の形態は、電子部品ユニット側の放熱器への熱負荷を小
さくすることができ、その分、電子部品ユニット側の放熱器を小型化することができ、電
子部品ユニットの寸法の縮小と軽量化を図ることができるうえ、電子部品ユニットの小型
化により実装数を増やすことができる電子機器の放熱構造を提供することができる。
【００３８】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
。
【符号の説明】
【００３９】
　　４…きょう体、５…アンプユニット（電子部品ユニット）、６…アンプモジュール（
発熱体）、７…ユニット本体、１１…第１の放熱器、１６…第２の放熱器。

【図１】 【図２】
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